
(単位　円)

科　　　目
固定資産 ( 24,358,715,018 ) ( 24,478,571,820 ) ( △ 119,856,802 )

有形固定資産 < 20,451,003,221 > < 20,243,353,819 > < 207,649,402 >
土地 2,838,263,605 2,850,648,947 △ 12,385,342
建物 13,456,145,941 12,644,211,049 811,934,892
構築物 673,080,114 787,772,094 △ 114,691,980
教育研究用機器備品 2,222,332,612 2,095,123,430 127,209,182
その他の機器備品 121,684,327 69,460,707 52,223,620
図書 948,333,286 941,735,223 6,598,063
車輌 1,651,909 2,367,886 △ 715,977
建設仮勘定 189,511,427 852,034,483 △ 662,523,056

その他の固定資産 < 3,907,711,797 > < 4,235,218,001 > < △ 327,506,204 >
ソフトウェア 59,782,267 79,455,783 △ 19,673,516
電話加入権 1,641,484 1,641,484 0
長期貸付金 65,951,000 64,335,500 1,615,500
父母会長期貸付金 20,507,300 21,805,700 △ 1,298,400
竹岸･越智賞基金特定預金 2,692,858 2,692,858 0
越智奨学基金特定預金 29,219,095 29,719,095 △ 500,000
退職給与引当特定預金 510,552,728 760,552,728 △ 250,000,000
施設設備引当特定預金 500,000,000 600,000,000 △ 100,000,000
土井基金特定預金 10,989,911 10,989,911 0
減価償却引当特定預金 400,000,000 350,000,000 50,000,000
奨学金貸与基金特定預金 172,257,000 176,576,500 △ 4,319,500
父母会奨学金貸与基金特定預金 21,956,800 17,908,400 4,048,400
退職給与引当特定資産 799,870,400 807,368,333 △ 7,497,933
減価償却引当特定資産 299,688,540 299,532,810 155,730
施設設備引当特定資産 999,818,000 999,766,000 52,000
増井光子基金特定預金 12,784,414 12,872,899 △ 88,485

流動資産 ( 3,900,238,434 ) ( 3,690,519,974 ) ( 209,718,460 )
現金預金 3,586,849,355 3,500,701,618 86,147,737
未収入金 276,592,802 165,397,449 111,195,353
貯蔵品 13,524,120 14,915,830 △ 1,391,710
短期貸付金 7,819,500 6,382,000 1,437,500
父母会短期貸付金 2,940,900 3,050,900 △ 110,000
前払金 12,511,757 72,177 12,439,580

資　　産　　の　　部　　合　計 28,258,953,452 28,169,091,794 89,861,658

貸借対照表
平成27年 3月31日

資　　産　　の　　部

本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　減



(単位　円)

科　　　目
固定負債 ( 3,290,939,015 ) ( 3,418,428,852 ) ( △ 127,489,837 )

長期借入金 1,666,650,000 1,777,760,000 △ 111,110,000
退職給与引当金 1,410,912,314 1,476,260,535 △ 65,348,221
長期未払金 213,376,701 164,408,317 48,968,384

流動負債 ( 1,929,089,384 ) ( 1,605,555,893 ) ( 323,533,491 )
短期借入金 111,110,000 111,110,000 0
未払金 737,719,387 453,978,024 283,741,363
前受金 963,636,031 929,964,968 33,671,063
預り金 116,623,966 110,502,901 6,121,065

負　　債　　の　　部　　合　計 5,220,028,399 5,023,984,745 196,043,654

基　　本　　金　　の　　部
科　　　目

第１号基本金 31,836,194,144 31,340,339,310 495,854,834
第４号基本金 452,000,000 452,000,000 0
基　　本　　金　　の　　部　　合　計 32,288,194,144 31,792,339,310 495,854,834

消　費　収　支　差　額　の　部
科　　　目

翌年度繰越  消  費  支  出  超過額 9,249,269,091 8,647,232,261 602,036,830
消　費　収　支　差　額　の　部　合　計 △ 9,249,269,091 △ 8,647,232,261 △ 602,036,830

科　　　目
負　債　の　部、　基　本　金　の　部
及  び　消費収支差額の部　　合　　計 28,258,953,452 28,169,091,794 89,861,658

(注記)
　1．重要な会計方針

　　  その他の重要な会計方針
　　　①有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　有価証券の評価基準及び評価方法は，移動平均法に基づく原価法である。また，満期保有目的有価証券の評価基準は，償却
　　　　原価法である。
　　　②たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　最終仕入原価法に基づく原価法である。
　　　③預り金その他経過項目に係る収支の表示方法
　　　　預り金に係る収入と支出は，相殺して表示している。

　２．重要な会計方針の変更等 該当なし

　３．減価償却額の累計額の合計額 13,500,535,563円

　４．徴収不能引当金の合計額 3,217,226円

本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　減

本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　減

本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　減

負　　債　　の　　部

本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　減

　　  引当金の計上基準
　　　①退職給与引当金
　　　　退職金の支給に備えるため，大学の教職員に係る退職給与引当金については，期末要支給額　1,727,521,608円を基にして，
　　　　私立大学退職金財団に対する掛金の累積額と交付金の累積額との繰入調整額を加減した金額の100％を計上している。また，
　　　　高校の教職員に係る退職給与引当金については，期末要支給額　427,428,213円から神奈川県私学退職基金財団よりの交付
　　　　金相当額を控除した金額の100％を計上している。
　　　②徴収不能引当金
　　　　未収入金及び貸付金の徴収不能に備えるため，個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。



      土　地                                                                       2,716,607,787円
   ①神奈川県相模原市中央区淵野辺1丁目133－12                                                                      18,314.00㎡ 43,006,355円
   ②神奈川県相模原市中央区淵野辺1丁目133－13                                                                      24,052.00㎡ 56,715,601円
   ③神奈川県相模原市中央区淵野辺1丁目133－370                                                                      15,906.00㎡ 2,616,885,831円

      建　物                                                                      2,540,887,650円
    ①６号館                                                                     2,685.03㎡ 304,149,094円
    ②８号館                                                                    6,271.31㎡ 774,378,234円
    ③９号館                                                                      4,704.40㎡ 565,980,390円
    ④大教室                                                                      468.22㎡ 50,788,354円
    ⑤生物科学総合研究所                                                                    3,423.22㎡ 466,245,342円
    ⑥学術情報センター                                                                      1,846.96㎡ 136,354,786円
    ⑦本館                                                                     1,656.95㎡ 111,076,792円
    ⑧守衛室                                                                    28.57㎡ 1,849,915円
    ⑨厩舎                                                                    476.97㎡ 64,800円
    ⑩牛舎                                                                    728.72㎡ 4,631,000円
    ⑪豚舎                                                                    597.34㎡ 4,271,656円
    ⑫百十周年記念会館                                                                    764.01㎡ 83,910,789円
    ⑬厩舎（小）                                                                    18.90㎡ 3,007,196円
    ⑭麻布大学総合グラウンド管理棟                                                                    222.31㎡ 24,564,251円
    ⑮麻布大学総合グラウンド倉庫                                                                    280.80㎡ 9,615,051円

　６．翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額 2,175,509,107円

　７．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

　　  有価証券の時価情報

　　　　　　　　　　　　

　　  所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　　①平成21年4月1日以降に開始したリース取引

　　　②平成21年3月31日以前に開始したリース取引

　　　　　該当なし

　　　担保に供されている資産の種類及び額は，次のとおりである。

　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リースは，次のとおりである。

　５．担保に供されている資産の種類及び額

教育研究用機器備品 29,280,807 円 16,160,115 円

その他の機器備品 11,475,954 円 4,842,264 円

リース物件の種類 リース料総額
未経過リース料

期末残高

（単位　円）

貸借対照表計上額 時　　　　価 差　　　　額

600,000,000 608,534,200 8,534,200

999,818,000 1,002,453,300 2,635,300

299,688,540 312,300,000 12,611,460

（うち満期保有目的の債券） (1,899,506,540) (1,923,287,500) (23,780,960)

時価が貸借対照表計上額を超えないもの 199,870,400 199,104,200 △ 766,200

（うち満期保有目的の債券） (199,870,400) (199,104,200) (△766,200)

799,870,400 807,638,400 7,768,000

999,818,000 1,002,453,300 2,635,300

299,688,540 312,300,000 12,611,460

（うち満期保有目的の債券） (2,099,376,940) (2,122,391,700) (23,014,760)

退職給与引当特定資産

合　　　　　計

退職給与引当特定資産

施設設備引当特定資産

減価償却引当特定資産

種　　　　類 勘定科目
当　　年　　度（平成27年3月31日）

時価が貸借対照表計上額を超えるもの

退職給与引当特定資産

施設設備引当特定資産

減価償却引当特定資産



　　  関連当事者との取引

     関連当事者との取引の内容は，次のとおりである。

     取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　（注1）理事の谷口隆良が，代表弁護士を務めている。

　　　　（注2）法律顧問契約については，業務内容に基づき両者協議の上，決定している。

（単位　円）

役員の
兼任等

事業上
の関係

理事が支
配してい
る法人・
団体等

弁護士法人
谷口綜合法
律事務所
 （注1）

相模原市
南区

―
弁護士・
法律事務
所

― ―
法律顧
問契約
の締結

顧問料の
支払
  （注2）

1,944,000 ― ―

関係内容
取引の
内容

取引
金額

勘定
科目

期末
残高

属性
役員，
法人等
の名称

住所
資本金又は
出資金

事業内容
又は職業

議決権
の所有
割合


